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答申第９４号

（諮問第１１５号）

答 申

第１ 審査会の結論

大分県知事（以下「実施機関」という。）が平成２７年７月１４日付けで行っ

た公文書非公開決定処分については、妥当である。

第２ 異議申立てに至る経緯

１ 公文書の公開請求

異議申立人は、大分県情報公開条例（平成１２年大分県条例第４７号。以下「条

例」という。）第６条第１項の規定により、平成２７年７月１日付けで、実施機

関に対して、「平成１８年度浅海研究所の研究計画検討会の議事録」を内容とす

る公文書公開請求（以下「本件公開請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

実施機関は、本件公開請求に対して、当該文書を作成していないため公文書不

存在との理由で非公開決定を行い、平成２７年７月１４日付けで異議申立人に通

知した。

３ 異議申立て

異議申立人は、上記非公開決定について、行政不服審査法（昭和３７年法律第

１６０号）第６条の規定により、平成２７年７月１７日付けで、実施機関に対し

て異議申立て（以下「本件異議申立て」という。）を行った。

第３ 異議申立人の主張の要旨

１ 異議申立ての趣旨

異議申立てに係る処分を取り消す、との決定を求める。

２ 異議申立ての理由

異議申立人の主張は、おおむね次のとおりである。

(1) 平成１８年度の水産関係研究職員に対する研究計画検討会当日は、水産試験

場長や研究普及課の担当者などの他の部課の職員も出席していたので、浅海研

究所に公文書が存在しなくても、他の部課に存在する可能性がある。
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(2) 平成１８年度の大分県水産研究推進検討委員会ヒアリング(又は大分県水産

研究企画調整会議)に関する資料やメモなどの文書が残っていないか確認を求

める。

第４ 実施機関の説明の要旨

本件異議申立てに対する実施機関の説明は、おおむね次のとおりである。

本件請求対象公文書の意義、性格について

本件請求対象公文書に係る研究計画検討会とは、研究レベルの向上及び効率化

を目的として研究担当者を対象に必要な助言、評価、指導を行うために開催され

た大分県水産研究推進検討委員会ヒアリング又は大分県水産研究企画調整会議等

と思われる。

しかし、農林水産研究指導センター水産研究部及び浅海・内水面グループにお

ける試験研究計画関係公文書の文書保存年限は１年から５年であり、平成１８年

度の試験研究計画関係公文書については、全て廃棄済となっていることから、本

件公開請求対象公文書が実際に作成されていたかも含めて、その存在を確認する

ことができなかった。

また、研究普及課、漁業管理課、水産振興課、農林水産研究指導センターにお

いても、同様に当該公文書の存在は、確認できなかった。

以上のことから、本件公開請求対象公文書は存在しないことから、非公開とし

たものである。

第５ 審査会の判断

審査会は、異議申立人及び実施機関双方から提出された書類に基づいて審議し

た結果、次のとおり判断した。

１ 本件請求対象公文書について

本件請求対象公文書の特定に当たっては、公文書公開請求書に記載のある「研

究計画検討会」について、実施機関が作成した公文書非公開決定理由説明書には

「大分県水産研究推進検討委員会ヒアリング」及び「大分県水産研究企画調整会

議」と記載されている。

審査会において、当該理由説明書を異議申立人に送付し、意見書の提出を求め

たが、異議申立人からは対象公文書の特定に関する意見は特になかった。

したがって、当審査会においては、実施機関が行った対象公文書の特定には、

誤りがないものとして以下検討する。
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２ 公文書不存在による非公開決定の適否について

(1) 平成２０年３月に発行された「平成１８年度大分県農林水産研究センター水

産試験場事業報告」によると、「大分県水産研究推進検討委員会（所内評価）」

とは、研究課題の推進に際し、必要な助言、評価及び検討を行うことにより、

研究レベルの向上と効率化を図るために設置された委員会である。同委員会は、

平成１８年７月２４日、２６日に担当・所別のヒアリングを実施し、評価、助

言、指導を行っている。

また、「大分県水産研究企画調整会議」とは、漁業者ニーズに迅速、的確に

対応し、効率的な調査・研究活動を推進することにより、本県水産業の振興発

展を図るために設置された会議であり、原則として月に１回（年１２回）開催

し、各部所の行事、予算及び研究課題等の連絡調整を行い、水産試験場として

の方針を決定している。

上記の検討委員会及び調整会議は、大分県水産研究企画調整会議設置要綱等

に基づき庁内の職員のみで構成された会議であり、議事録の作成を義務付ける

規定は認められなかった。

よって、議事録を作成して保存すべき事項ではなかったことや仮に記録を作

成していたとしても農林水産研究指導センター水産研究部及び浅海・内水面グ

ループにおける試験研究計画関係公文書の保存期間が１年又は５年であること

から、公文書公開請求時に請求対象公文書が存在していない、同様に研究普及

課、漁業管理課等の関係課においても当該公文書の存在は確認できなかったと

する実施機関の説明に、不自然、不合理な点があるとは言えない。

(2) 審査会は、請求対象公文書の存在の有無を確かめるために、農林水産研究セ

ンター水産研究部浅海・内水面グループ及び研究普及課等で実地調査を行った

が、対象となる平成１８年度の関係簿冊は廃棄されており、請求対象公文書の

存在は確認できなかった。

(3) 以上のことから、本件請求対象公文書が実際に作成されていたかも含めて、

その存在を確認することができないとの実施機関の説明を覆すに足りる特段の

事情を認めることはできない。

したがって、実施機関が不存在を理由として非公開決定を行ったことは妥当

である。

３ 結論

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の処理経過

審査会の処理経過は、次のとおりである。



- 4 -

年 月 日 処 理 内 容

平成２７年 ８月 ５日 諮 問

平成２７年１２月１６日 事案審議（平成２７年度第９回審査会）

平成２８年 ２月２４日 答申決定（平成２７年度第１１回審査会）

大分県情報公開・個人情報保護審査会会長及び指定委員

氏 名 職 業 備 考

吉 田 祐 治 弁護士 会長

城 戸 照 子 大分大学経済学部教授

池 邉 英 貴 前大分県商工会議所連合会専務理事

松 尾 和 行

大分合同新聞社

上席執行役員 論説編集委員室長兼

編集委員長

芥 川 美佐子 大分県地域婦人団体連合会理事


